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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 23,349 23,378 27,135 24,032 22,354

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 260 △42 △952 80 388

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 221 △124 △660 531 471

純資産額 (百万円) 6,815 6,490 5,932 6,424 6,729

総資産額 (百万円) 19,613 20,394 21,557 21,473 19,783

１株当たり純資産額 (円) 305.71 291.20 266.19 287.66 301.23

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) 9.94 △5.60 △29.64 23.86 21.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.7 31.8 27.5 29.9 33.9

自己資本利益率 (％) 3.4 △1.9 △10.6 8.6 7.2

株価収益率 (倍) 17.40 ― ― 8.84 7.37

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △500 △330 △150 △806 1,001

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △22 250 217 650 551

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △98 357 74 △59 △593

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,564 2,833 2,996 2,786 3,760

従業員数 (名)
761
(28)

735
(37)

723
(35)

725
(37)

714
(38)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式がないため記載しておりません。

３　第66期及び第67期の株価収益率については当期純損失が計上されているため記載しておりません。

４　従業員数欄の(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　従業員数は、就業人員数を記載しております。

６　純資産額の算定にあたり、第68期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 22,036 22,384 25,847 22,771 21,350

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 341 △58 △996 80 316

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 146 △134 △690 537 426

資本金 (百万円) 2,334 2,334 2,334 2,334 2,334

発行済株式総数 (株) 22,296,20422,296,20422,296,20422,296,20422,296,204

純資産額 (百万円) 6,802 6,468 5,877 6,359 6,607

総資産額 (百万円) 19,172 19,911 21,111 21,148 19,422

１株当たり純資産額 (円) 305.13 290.22 263.74 285.36 296.53

１株当たり配当額
(内１株当たり中間
配当額)

(円)

(円)

4

(―)

4

(―)

2

(―)

4

(―)

4

(─)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)

(円) 6.59 △6.05 △30.97 24.13 19.14

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.5 32.5 27.8 30.1 34.0

自己資本利益率 (％) 2.2 △2.0 △11.2 8.8 6.6

株価収益率 (倍) 26.25 ― ― 8.74 8.15

配当性向 (％) 60.7 ― ― 16.6 20.9

従業員数 (名)
673
(16)

651
(23)

636
(25)

635
(25)

609
(24)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第66期及び第67期の株価収益率及び配当性向については当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

４　従業員数欄の(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　従業員数は、就業人員数を記載しております。

６　純資産額の算定にあたり、第68期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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２ 【沿革】

実質上の存続会社について

当社(昭和25年２月設立)は昭和38年８月28日を合併期日として、東京都品川区東品川四丁目11番34号所

在の株式会社東洋製作所(旧　株式会社東洋製作所　昭和27年２月設立)の株式額面金額を変更するため同社

を吸収合併しました。合併前の当社は休業状態であり、従って法律上消滅した旧株式会社東洋製作所が実質

上の存続会社であるため特に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載してあります。

会社の沿革

昭和27年２月 東京都中央区明石町12番地に株式会社東洋製作所を設立。

昭和27年６月 東京都品川区東品川四丁目11番34号に本店移転。

昭和27年10月本店所在地に東京工場を新設。

昭和27年12月大阪市北区に大阪営業所(後に関西支社と名称変更)新設。

昭和37年４月 東京証券取引所市場第二部へ株式上場。

昭和37年11月神奈川県大和市に大和工場を新設。

昭和38年８月 東京都千代田区の株式会社東洋製作所と合併。

昭和46年７月 東洋設備工業株式会社を設立。

昭和55年２月 本店所在地に技術研究棟を新設。

昭和60年９月 本店所在地にサービス工場新設。

昭和63年９月 TOYO CR SDN. BHD.(現・連結子会社)を設立。

昭和63年10月大阪市淀川区に大阪支社ビル新設。(後に関西支社ビルと名称変更)

平成元年４月 株式会社トーマス(現・連結子会社)を設立。

平成５年10月 神奈川県大和市に大和工場本館・研究所を新設。

平成８年７月 東洋エキスパート株式会社(現・連結子会社)を設立。

平成８年７月 神奈川県大和市に本社組織の一部を移転。

平成９年２月 ティーイーティー株式会社を設立。

平成11年10月東洋空調工程股?有限公司(現・連結子会社)を設立。

平成14年５月 ゼネラル技研株式会社に資本参加。

平成16年５月 ゼネラル技研株式会社との資本関係解消。

平成16年７月 ティーイーティー株式会社を清算。

平成20年２月 東洋設備工業株式会社を清算。
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３ 【事業の内容】

１　企業集団の状況

当企業集団は、当社および連結子会社４社、その他の関係会社１社により構成されており、事業は、冷凍空調

装置の設計・施工および空調機器の製造・販売、冷凍空調関連機器の仕入販売と主にこれらに附帯する保守

・サービス等を行っております。

なお、東洋設備工業㈱は清算結了となったため、除外しております。

事業内容と当社、子会社および関係会社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。

　

区分 主要製品 主要な会社

冷凍・冷蔵・製氷装置 当社

食品プラント・産業用プロセス冷却装置 TOYO CR SDN. BHD(マレーシア)

エンジニアリング事業 各種特殊空調装置 東洋エキスパート㈱

クリーンルーム 東洋空調工程股?有限公司（台湾）

人工造雪装置

上記に係る保守サービス他

エアハンドリングユニット 当社

空調用全熱交換器 東洋エキスパート㈱

ストリップフィンコイル 三菱重工業㈱

機器事業 パッケージエアコン 三菱重工空調システム㈱

ファンコイルユニット 三菱重工冷熱システム㈱

チリングユニット

ターボ冷凍機、吸収冷凍機

上記に係る保守サービス他

その他事業 人材派遣 ㈱トーマス

損害保険代理店業

　
事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

TOYO CR SDN. BHD.
マレーシア
クアラルンプール

500
千マレーシア
・リンギット

エンジニアリング
事業

70.0 ―
当社の空調設備工事を請負っ
ている
役員の出向等６名

㈱トーマス 東京都品川区 10その他事業 100.0 ―
当社施設の営繕・サービス及
び損害保険代理店
役員の出向等７名

東洋エキスパート㈱ 東京都品川区 10
エンジニアリング
事業
機器事業

100.0 ―

当社の冷凍空調機器の保守・
改修工事を請負っている
役員の兼任　１名
役員の出向等３名

東洋空調工程股?有限
公司

台湾新竹市
5

百万ニュー
台湾ドル

エンジニアリング
事業

100.0 ―
当社の台湾における空調設備
工事を請負っている
役員の出向等７名

(その他の関係会社)
三菱重工業㈱

(注)２
東京都港区 265,608

船舶の建造・販売
航空機の製造・販
売、原動機の製造
・販売
冷凍機、印刷機そ
の他各種産業用お
よび一般機械装置
の製造・販売

― 37.3

当社製品の販売及び三菱重工
業㈱製空調機器の仕入れ
役員の兼任等１名
役員の転籍　２名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書を提出しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

エンジニアリング事業
262
(4)

機器事業
362
(18)

その他事業
47
(14)

全社(共通)
43
(2)

合計
714
(38)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

609
(24)

40.7 19.1 6,546,192

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は昭和29年２月東洋製作所労働組合として結成され、現在何れの団体にも所属してお

りません。

尚、平成20年３月末日の労働組合員の総数は494名であって、労使関係で特記すべき事項はありません。

又、当グループにおいては、上記以外の労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資も底堅く、企業部門などが順調に推移し緩やかな景気

の回復が続いたものの、原油をはじめとする素材価格の高騰および米国のサブプライムローンに端を発

する経済環境の急激な悪化などの影響を受け、景気の先行きは急速に不透明感が強まっております。

また、当社に関連の深い建設業界、冷凍・空調設備業界も建築基準法改正による着工遅れの影響をはじ

め鋼材等素材価格の高騰などから、引き続き厳しい状況が続いております。

このような事業環境において、当社グループは、昨年4月よりカンパニー制度を導入し経営全般の効率

向上に努め、自然冷媒を利用した設備および省エネ機器等の開発と一層の拡販ならびに採算重視の営業

活動に終始一貫努力してまいりました。

その結果、セグメント間売上消去後の当期連結業績は、受注高は23,251百万円（前年度比1.8％減）、売

上高22,354百万円（前年度比7.0％減）と前年度比減収となったものの、損益の面では営業利益は458百

万円（前年度営業利益11百万円）、経常利益388百万円（前年度比383.8％増）と大幅な改善を実現する

ことができました。当期純利益は、投資有価証券売却による特別利益475百万円、確定拠出年金移行ならび

に棚卸資産の評価に関する会計基準の変更による特別損失344百万円等を計上した結果、471百万円（前

年度比11.3％減）となりました。

　[エンジニアリング事業]

当事業は、低温物流、食品加工、飲料冷却、環境試験、製造工場プロセスおよび特殊空調などの冷熱・環

境エンジニアリングシステムの設計、製作、施工ならびに保守サービスを主たる業務とし、省エネ、環境保

護を通じて社会に貢献し高い評価をいただいております。

当期のエンジニアリング事業は、各社の積極的な設備投資により、自動車産業向けの環境試験装置、食

品加工業界向けの冷却設備の受注が好調となりました。また、乳業業界向けでは客先新設チーズ工場の生

産設備を施工するなどの実績を上げるとともに更に、地球環境保護の面から当社が強みを持つ自然冷媒

を使用した炭酸ガス／アンモニア冷却システム「Ｃ－ＬＴＳ」納入も順調に推移いたしました。当期は

当社の技術的強みのある市場、製品への経営資源の集中に努めるとともに、エンジニアリングカンパニー

発足による営業、技術、サービスが一体となった営業活動に邁進してまいりました。

この結果、大型物件の一部の売上時期が翌期にずれ込んだことにより、連結売上高は11,700百万円と前

年度比8.6％の減収となりましたが、営業利益は109百万（前年度比91.7％増）を確保することができま

した。

　[機器事業]

当事業は、空調・冷凍冷媒機器の製造・販売、および関連会社空調製品ならびに大形冷凍機の仕入・販

売、据付試運転、保守サービスを主たる業務とし、快適な環境を作るための一貫した事業を展開しており

ます。熱源機器からターミナル機器、冷媒機器までの幅広い品揃えと高度な技術力、および全国に展開し

ている万全の販売・サービス網は、高い評価と信頼をいただいております。

当事業に関連の深い冷凍・空調業界においては、製品価格の下落にいっそう拍車がかかり、鋼材・銅・

アルミニウムなどの素材価格の高騰もあり、依然として楽観を許さない厳しい状況にあります。このよう

な状況下、直膨エアハン「ダイレクトＸ」の販売も軌道に乗り、空調機器、大形冷凍機の保守サービス、リ

ニューアル工事等の事業拡大にも積極的に取り組むとともに、採算性改善のための新たな利益管理方法

を採用し当社が得意とする事業分野への集中と選択を図り、更なるコストダウンに注力した事業活動に

邁進してまいりました。

この結果、連結売上高は10,841百万円と前年度比4.0％の減収となりましたが、損益面では大幅に改善

し営業利益は344百万円（前年度50百万円の損失）を確保することができました。
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　[その他事業]

当事業は、人材派遣、損害保険代理店業務および福利・厚生サービスなどの業務をおこなっており、連

結売上高は362百万円と前年度比8.2％の減収、営業利益は4百万円（前年度比10.5％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、売上債権の減少や仕入債務の減少などにより前連

結会計年度末に比べ974百万円増加し3,760百万円となりました。

　

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少や仕入債務の減少などにより1,001百万円の収

入となり、前年同期と比べると1,808百万円の増加となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却などにより551百万円の収入となり、前年

同期と比べると98百万円の減少となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の減少などにより593百万円の支出となり、前年同期と

比べ533百万円の減少となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

エンジニアリング事業 11,877 △16.8

機器事業 10,907 6.4

その他事業 362 △8.2

消去又は全社 △549 18.9

合計 22,597 △7.6

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

エンジニアリング事業 13,112 0.9 6,846 26.0

機器事業 10,326△3.9 1,329△27.9

その他事業 362 △8.2 ─ ─

消去又は全社 △549 18.9 ─ ─

合計 23,251△1.8 8,175 12.3

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

エンジニアリング事業 11,700 △8.6

機器事業 10,841 △4.0

その他事業 362 △8.2

消去又は全社 △549 18.9

合計 22,354 △7.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

日本経済は、設備投資も底堅く、息の長い緩やかな拡大が続くものと思われましたが、原油をはじめと

する国際商品市場の急騰や米国経済の景気後退により順調だった世界経済にも陰りが出てきたおり、こ

れら不安定要素以外に円高も加わり、ますます不透明さが増し予断を許さない状況となっております。

このような状況の下、当社グループは先般に策定した平成１９年度から平成２１年度を対象とした

「７１期中期経営計画」達成に向け、平成１９年４月より導入した社内カンパニー制のもと、引き続き事

業責任を明確にし、抜本的な事業体質の改善を図るとともに、新製品開発、コストダウンの一層の推進を

はじめ業務の標準化・効率化に鋭意取り組んでまいります。

これに加え、次の諸課題にも対処してまいります。

①エンジニアリング事業

エンジニアリング事業においては、69期から実施中の諸施策をさらに推し進め、収益拡大と黒字体質の

定着化を目指してまいります。

具体的には、営業・技術部門を再編成し、より柔軟で機動力を重視する組織運営を図ってまいります。

また、地球温暖化対策に貢献する省エネ、自然冷媒等の環境対応技術力に強みを持つ当社は、これらの

製品・市場分野に経営資源を集中するとともに、カンパニー制発足によるプラント部門とサービス部門

統合に伴うシナジー効果を更に生かし、事業規模の拡大と利益の確保に努めてまいります。

製品・市場の面では、当社が技術的に強みを持つ自然冷媒を使用した「Ｃ－ＬＴＳ」、当社独自の新製

品である排熱回収ヒートポンプシムテム「Ｍｒ．エコスチーム」のコストダウンを含めた商品力の一層

の向上を図り、差別化商品の強化を進めてまいります。

また、海外事業展開を図るべく、その一環として長年にわたり協力関係を築いてまいりました中国冷凍

機・空調機総合メーカーの烟台冰輪股?有限公司との連携強化を推し進めるとともに、これを機に一層

のグローバル化を図ってまいります。

②機器事業

機器事業においては、特に主力の空調機（エアハン）事業が、市場での製品価格下落と鋼材・銅・アル

ミニウム等素材価格の高騰、更には建築基準法改正の影響による確認申請の遅れにより、極めて厳しい状

況に置かれています。

これに対し、営業、設計、製造、サービス部門の一体運営強化を図り、更なるコスト低減に取り組んでま

いります。

　具体的には、資材購入への新手法採用、設計改善、大和工場における設備を多目的に活用することを図っ

たレイアウト・生産体制の大幅な見直しを実施するとともに空調機関連製品の標準化、共通化を導入し、

事業収益の維持・拡大に取り組んでまいります。

製品の面では、2008年4月から販売を開始した省エネ機器「新セーブ王」、ならびに直膨型エアハン、リ

ニューアル用エアハン、各種冷媒機器など当社の技術力を活かしうる分野を重点に、商品力の向上と拡販

に注力してまいります。

サービス事業では、関連会社との連携、協業体制を更に推し進めるとともに、リニューアル物件等の客

先への積極的な提案および協力会社の育成・活用、サービス技術力の保持・向上を図り、事業規模・利益

の維持・拡大へ邁進してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性がある主なリスクとして下記のとおり認識

しております。

① 建設需要の動向

景気見通しにつきましては、企業の増収増益が見込まれ、設備投資計画も今後の伸びが期待されますが、

当社グループの主要顧客である建築業界を中心とした民間設備投資の動向は、経営成績に影響を及ぼすも

のであります。

② 原料・資材価格の変動

非鉄・鋼材の取扱量の比重が高い当社グループにとり、素材価格の高騰などは懸念材料となります。

③ 不良債権発生のリスク

日本経済は堅調を維持しているとはいうものの、当社グループとしては売掛債権の早期回収を図るとと

もに信用情報の収集に努め、未然防止を心がけております。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、当社の研究開発部を中心に東京および大和の研究施設において行っ

ており、冷凍空調機器製造ならびに熱総合エンジニアリング会社として医薬、食品、化学、建設、機械、自動車

産業などの分野において幅広い研究開発活動を展開しております。当連結会計年度で支出した研究開発費

の総額は174百万円であり、主な研究開発の成果を事業の種類別セグメントで示すと、次の通りであります。

(1) エンジニアリング事業

地球温暖化防止に向けた京都議定書の第一約束期間（2008年～2012年）が開始した今、国の政策上から

も省エネルギーの推進が強く求められております。このような中、エンジニアリング事業におきましては、

引き続き、自然冷媒による環境保全と大きな省エネルギーを達成できる炭酸ガス／アンモニア冷媒循環式

冷却システムの開発・改良に力を注ぎ大きな成果をあげております。この炭酸ガス／アンモニア冷媒循環

式冷却システムにおきましては、業務用冷凍冷蔵倉庫向けの冷却装置として、既に市場投入しております

「小型C-LTSユニット」を中心として、さらなるコンパクト化・低コスト化を実現すべく技術改良を推し進

め、一定の成果を挙げております。また、ショーケース冷却への展開に向けたシステム技術開発も併せて推

進しております。省動力を図りながら凍結時間を大幅に短縮した食品用フリーザ「サーモウェーブ・ダッ

シュ」のさらなる改良開発、未利用なまま捨てられていた排熱を回収して蒸気や温水を製造する「Mr．エ

コ スチーム」の改良開発とともに、さらに、エンジン試験用の特殊冷却装置の開発にも着手しております。

また、マイナス温度における潜熱蓄熱装置、環境試験用降雪装置のさらなる開発・改良と新規要素開発、さ

らに、エンジン試験用の特殊冷却装置の開発、高効率太陽光近似ランプの用途拡大など、自動車工業、食品工

業、化学工業など多方面の産業に向けての開発を推し進めてまいりました。

研究開発費の金額は118百万円であります。
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(2) 機器事業

機器事業においても、地球温暖化防止に向けた高効率な機器の開発、ユーザーのニーズにマッチングした

製品の開発を基本にして開発を進めてまいりました。熱源機においては、空冷ヒートポンプ氷蓄熱ユニット

の拡販を目指し、すでに開発済みの普及版空冷ヒートポンプチラー「Mr．エコ」の転用促進と既存技術見

直しによる低コスト化をはかる開発を行いました。空調機においては、ランニングコスト低減と省メンテナ

ンス化を図ったハイブリット空調機を開発・投入しました。また、省エネルギーに役立つ排熱回収効率の向

上を図ったヒートポンプ式空調機「ダイレクトX」の快適性向上に向けた改良開発も進めております。一

方、製造技術においても技術改良開発を進めており、生産加工技術、材料変更による製品改良など、生産効率

向上、製品品質向上などの生産技術開発にも取り組んでまいりました。

研究開発費の金額は55百万円であります。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて1,689百万円減少し、19,783百万円となりま

した。

流動資産は15,979百万円となり前連結会計年度末に比べ1,180百万円減少しました。これは主に売上債

権が2,320百万円減少したことと、現金及び預金が974百万円増加したことによるものであります。固定資

産は3,803百万円となり前連結会計年度末に比べて508百万円減少しました。これは主に有形固定資産が

157百万円減少したことと、投資有価証券の売却等により投資その他の資産が361百万円減少したことに

よるものであります。負債の合計額は13,054百万円となり，前連結会計年度末に比べて1,994百万円減少

しました。これは主に仕入債務が1,487百万円減少したことによるものであります。純資産の合計額は当

期純利益471百万円を計上したこと等により6,729百万円となり、前連結会計年度末に比べて304百万円増

加しました。

　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度における売上高は、採算重視の営業活動を推進してまいりました結果、前連結会計年度

に比べて1,677百万円減少し、22,354百万円となりました。

②営業利益

当連結会計年度における営業利益は、徹底したコストダウン及び生産効率の向上等の成果により前年

同期に比べ446百万円の改善となり、458百万円となりました。

③経常利益

当連結会計年度における営業外損益は、事業環境改善活動費用等により69百万円の損失になり、その結

果当連結会計年度における経常利益は、前年同期と比べ308百万円増加し、388百万円となりました。

④当期純利益

投資有価証券売却益475百万円を特別利益に計上し、退職給付制度改定損267百万円およびたな卸資産

評価額77百万円を特別損失に計上した結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、518百万円と

なりました。税効果会計適用後の法人税等負担額は46百万円となり、その結果、当連結会計年度における

当期純利益は、前年同期と比べ60百万円減少し、471百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

特記すべき事項はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

サービス工場
(東京都品川区)

エンジニア
リング事業
機器事業

生産設備 3 4
1
(1)

0 9 12

大和工場
(神奈川県大和市)

機器事業 生産設備 192 288
107
(32)

31 619 58

東京本社
(東京都品川区)

エンジニア
リング事業
機器事業
(全社共通)

全社的管理
業務
販売業務

65 7
7
(8)

52 133160

大和本社
(神奈川県大和市)

エンジニア
リング事業
機器事業
(全社共通)

全社的管理
業務
販売業務

452 0
3
(1)

41 497156

関西支社
(大阪市淀川区)

エンジニア
リング事業
機器事業
(共通)

管理業務
販売業務

137 0
2
(1)

15 155 81

支店・営業所
(22箇所)

エンジニア
リング事業
機器事業

販売業務 65 1
701
(1)

15 784142

その他 (全社共通) 遊休資産 ─ ─
1
(0)

─ 1 ─

(注) 　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。
　

　

(2) 国内子会社

重要な設備はありません。

　

(3) 在外子会社

重要な設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,296,20422,296,204
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 22,296,20422,296,204― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成８年４月１日～
平成９年３月31日(注)

137,38622,296,204 60 2,334 60 1,470

(注)　転換社債の株式転換による増加

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 5 10 20 3 1 1,8721,911 ―

所有株式数
(単元)

─ 634 198 13,212 94 1 8,11722,25640,204

所有株式数
の割合(％)

─ 2.85 0.89 59.36 0.42 0.01 36.47100.00 ―

(注)　自己株式12,660株は「個人その他」に12単元、「単元未満株式の状況」に660株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２－16－５ 8,295 37.20

株式会社ニチレイ 　〃　中央区築地 ６－19－20 2,465 11.05

三菱商事株式会社 　〃　千代田区丸の内 ２－３－１ 1,600 7.17

新菱冷熱工業株式会社 　〃　新宿区四谷 ２－４ 720 3.22

東洋製作所従業員持株会 　〃　品川区東品川 ４－11－34 589 2.64

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社）

　〃　中央区晴海 １－８－12 350 1.56

岡崎　静男 香川県三豊市 226 1.01

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－４－１ 140 0.62

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

　〃　港区浜松町２－11－３ 125 0.56

堀永　広正 愛知県西春日井郡 122 0.54

計 ― 14,632 65.62

(注)　上記所有株式には、信託業務に係る株式数は含まれておりません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 12,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,244,00022,244 ―

単元未満株式 普通株式 40,204 ― ―

発行済株式総数 22,296,204 ― ―

総株主の議決権 ― 22,244 ―

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式660株が含まれています。
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② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東洋製作所

東京都品川区東品川
４－11－34

12,000 ─ 12,000 0.1

計 ― 12,000 ─ 12,000 0.1

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 2,347 452

当期間における取得自己株式 450 75

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他（　―　） ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 12,660 ─ 13,110 ─

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主各位への安定的な配当の継続を重視することを基本とし、財務体質の一層の強化のため内部

留保の充実も勘案のうえ、成果の配分を行うことを方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、１株につき４円の配当を実施しております。

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとしていくこととしております。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年６月27日

定時株主総会決議
89 4

　
　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 180 254 329 273 220

最低(円) 113 148 195 185 137

(注)　上記各株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 194 188 193 185 177 175

最低(円) 173 155 160 137 144 143

(注)　上記各株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

代表取締役

社長
服　部　　豊 昭和21年10月21日生

平成３年10月 MITSUBISHI HEAVY

INDUSTRIES-Mahajak Air

Conditioners Co.,

Ltd.社長

(注)3 33

平成９年４月 三菱重工業株式会社冷熱事業本部エア

コン製作所工作部長

平成11年４月 Mitsubishi Heavy Industries

Climate Control Inc.社長

平成12年12月 三菱重工業株式会社冷熱事業本部名古

屋冷熱工場長

平成14年４月 クサカベ株式会社取締役社長

平成19年５月 当社執行役員社長付

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任)

常務取締役

(常務執行

役員)

機器・大形

冷機サービ

スカンパ

ニー長　機

器事業本部

長兼大和工

場長

永　野　祐　二 昭和20年８月31日生

昭和48年４月 当社入社

(注)3 54

平成７年10月 当社サービス本部大形冷機サービス部

長

平成10年４月 当社同本部本部長代理兼同本部大形冷

機サービス部長

平成12年６月 当社取締役同本部長

平成15年５月 当社取締役 執行役員 大和工場長及び

サービス事業本部管掌

平成15年６月 当社常務取締役 常務執行役員 大和工

場長 兼研究開発部及びサービス事業

本部管掌

平成17年５月 当社常務取締役 常務執行役員 大和工

場長 兼機器事業本部及び

サービス事業本部管掌

平成18年４月 当社常務取締役 常務執行役員 機器事

業本部長 兼大和工場長、サービス事業

本部管掌

平成19年４月 当社常務取締役 常務執行役員 機器・

大形冷機サービスカンパニー長　機器

事業本部長兼大和工場長

平成20年４月 当社常務取締役 常務執行役員 機器・

大形冷機サービスカンパニー長　機器

事業本部長(現任)

常務取締役

(常務執行

役員)

管理部門・

資材部担当

及び大形冷

凍機事業管

掌

永　塚　史　人 昭和20年11月18日生

平成10年６月 三菱重工業株式会社冷熱事業本部エア

コン製作所副所長

(注)3 31

平成12年４月 同社同本部経営管理総括部長

平成12年６月 当社監査役

平成14年６月 当社取締役 執行役員 管理部門・資材

部担当

平成17年５月 当社取締役 常務補佐執行役員 管理部

門・資材部担当及び大形冷凍機事業管

掌

平成17年６月 当社常務取締役 常務執行役員 管理部

門・資材部担当及び大形冷凍機事業管

掌

平成20年６月 当社常務取締役 常務執行役員 管理部

門・資材部担当(現任)

取締役 東　間　清　信 昭和24年10月11日生

平成８年３月 Thai Compressor Manufacturing

Co.,Ltd.社長

(注)3 なし

平成13年５月 Mitsubishi Heavy Industries

Climate Control Inc.社長

平成19年４月 三菱重工業株式会社執行役員 冷熱事

業本部長

平成19年６月 当社取締役(現任)

平成20年６月 三菱重工業株式会社取締役執行役員 

冷熱事業本部長（現任）

取締役 三 田　勇太郎 昭和27年９月19日生

平成13年６月 株式会社ニチレイ財務部長

(注)3 なし

平成15年４月 同社北海道支社長

平成17年４月 同社事業経営支援グループリーダー

平成17年６月 同社執行役員財務グループ担当

平成18年６月 同社取締役執行役員

平成19年６月 同社取締役常務執行役員(現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

　　　　

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

19/71



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式
数(千株)

取締役
（執行役員）

機器・大形

冷機サービ

スカンパ

ニー 副カ

ンパニー長

兼サービス

事業本部長

山　本　泰　嗣 昭和24年１月19日生

昭和46年４月 当社入社

(注)3 16

平成14年６月 当社サービス事業本部サービスリ

ニューアル部長

平成15年５月 当社関西支社サービス部長

平成16年６月 当社執行役員 関西支社長 兼関西サー

ビス部長

平成18年６月 当社取締役 執行役員 サービス事業本

部長 兼関西支社長

平成19年４月 当社取締役 執行役員 機器・大形冷機

サービスカンパニー　副カンパニー長

兼サービス事業本部長

(現任)

取締役
（執行役員）

エンジニア

リングカン

パニー　カ

ンパニー長

吉　井　　一 昭和26年２月７日生

昭和49年４月 当社入社

(注)3 14

平成16年４月 当社プラント事業本部 乳業・食品プ

ラントユニット長兼営業開発グループ

長

平成18年６月 当社執行役員 同本部副本部長 兼乳業

・食品プラントユニット長

平成19年４月 当社執行役員 エンジニアリングカン

パニー 副カンパニー長

平成19年６月 当社取締役 執行役員 エンジニアリン

グカンパニー カンパニー長(現任)

監査役 常勤 小金丸　俊 美 昭和22年９月30日生

平成９年３月 株式会社ニチレイ商品企画室長

(注)4 14

平成11年４月 同社東北営業支社長

平成12年４月 同社九州営業支社長

平成15年４月 同社商品部長

平成16年４月 同社事業企画部長

平成17年４月 株式会社ニチレイフーズ執行役員

平成18年１月 同社執行役員商品本部健康価値事業部

長

平成19年６月 当社社長付

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役 中　本　興　伸 昭和27年１月７日生

平成14年４月 三菱重工業株式会社人事部長

(注)4 なし
平成17年７月 同社内部監査室長

平成19年６月 同社監査役(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役 小　口　正　範 昭和30年7月12日生
平成20年４月 三菱重工業株式会社資金部長(現任)

(注)4 なし
平成20年６月 当社監査役(現任)

計 162

（注）１ 取締役 東間清信、三田勇太郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２ 監査役 中本興伸、小口正範は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３ 取締役全員の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４ 監査役 小金丸俊美、中本興伸、小口正範の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年

３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

当社は、経営環境の変化に的確、迅速に対応するとともに、業務執行の一層の強化を図るために、執行役員
制度を導入しております。
執行役員(取締役による兼任は除く)は、以下の３名であります。

役名および職名 氏名

エンジニアリングカンパニー副カンパニー長 赤　間　正　伸

機器・大形冷機サービスカンパニー機器事業本部副本部長兼大和工場長 久 良 知　　健

関西支社長 小　澤　　　進
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は経営環境の変化に的確、迅速に対応するとともに、業務執行の一層の強化を図るために執行役員

制度を導入しており、経営方針を決定する取締役会と業務執行を行う執行役員を明確に分離しておりま

す。取締役会は迅速な経営判断ができるよう少人数で構成されており、毎月経営に関する重要事項等を決

定するとともに、業務執行の状況に関し報告を受けております。

また、社外取締役および社外監査役により取締役会の監督機能を高め、信頼性の向上や経営の透明性の

確保につとめております。

（2）内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

〈基本的な考え方〉

当社は、環境と人類の生活に役立つ冷熱・環境エンジニアリングのリーディングカンパニーとしての

自覚を持ち、すべての人たちから信頼と支持を得られる高い企業倫理を確立するため、東洋製作所行動憲

章（コンプライアンス規則）を制定し、コンプライアンスに関する体制を構築し、その徹底を図ることを

基本に考えております。

〈整備状況〉

当社は、業務の適正を確保するための体制の整備について、取締役会で以下のとおり決議しておりま

す。その内容の概要は、以下のとおりであります。

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①コンプライアンスに関する体制を構築するために、企業行動憲章並びにコンプライアンス規則を定

め、その徹底を図る。 

②コンプライアンスの実効性を高めるため、内部通報制度等の体制整備を行う。 

③コンプライアンスへの取組状況について内部監査を実施し、取締役に報告する。 

④代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、その下にコンプライアンス事務

局を置く。 

⑤コンプライアンス事務局は、コンプライアンスの取り組みを横断的に総括し、必要な研修を定期的

に開催するなど、コンプライアンス遵守を推進する。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規則に基づき、その文書（電磁的記録を含む）に応じて適正かつ確実に分類性の高い状

態で保存・管理する。 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①各種リスクを適切に管理するため、リスクの類型に応じた管理体制を整備する。 

②重大リスクが顕在化した場合に備え、リスク管理規則等を定めこれに基づくリスク管理体制を構築

し的確な対応を図る。 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会で全社的な経営方針・経営目標を設定し、社長を中心とする業務執行体制で目標の達成

に当たる。
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（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社グループ企業の業務の適正を確保するため、グループ企業は当社経営方針に従い経営を行うと

ともに、当社はグループ企業を支援・指導する。

②コンプライアンスやリスク管理に関する諸施策は、当社および当社グループ企業として推進し、当

社の管理責任部門が業務遂行状況を監査する。

③当社および当社グループ企業は、信頼性のある財務報告の作成・開示が重要であることを認識し、

その適正性を確保するため、必要な体制の整備を行う。 

（６）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役の求めに応じ監査役の職務を補助するスタッフを設置する。 

②取締役は、監査役への報告や情報伝達に関しての取決めを実施するほか、監査役との定期的な意見

交換を通じて適切な意思疎通を図る。 

③取締役は、監査役（会）が取締役、会計監査人等との意思疎通を図り情報の収集や調査を行うなど、

実効的かつ独立した監査が行われるよう留意する。

　

（3）役員報酬及び監査報酬の内容

①役員報酬

当事業年度に取締役及び監査役に支払った役員報酬の額

取締役 7名 78百万円（うち社外取締役　2名　1百万円）

監査役 3名 14百万円（うち社外監査役　2名　1百万円）

②監査報酬

当事業年度に監査法人に支払った監査報酬の額

公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬

18百万円

　　 上記以外の業務に基づく報酬の内容は、財務報告に係る内部統制整備支援業務の委託報酬１百万円

であります。
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（4）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

監査室を主体に内部統制システムの構築と体制整備の推進を図っております。また、監査役と連携をと

りながら監査室および経理部門が主体となり業務監査を行うとともに、各部門による自主監査の実施に

より、複合的な内部監査体制をとっております。

監査役会は、監査役３名のうち社外監査役が２名の構成になっております。常勤監査役は１名で取締役

会、経営会議に常時出席している他、社内の重要会議にも積極的に参加しております。

また、監査役は会計監査人と定期的な情報・意見の交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるほ

か、適宜会計監査人監査にも立会う等、緊密な連携をとっております。

（5）社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係

当社の取締役は７名のうち社外取締役が２名、監査役は３名のうち社外監査役が２名の構成になって

おります。当社の社外取締役及び社外監査役は、いずれも上位大株主である三菱重工業株式会社、株式会

社ニチレイと兼務関係にあります。

また、当社と当社の社外取締役及び社外監査役との間には特別の利害関係はありません。

（6）会計監査の状況

当社は、会計監査業務を新日本監査法人に委嘱しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏

名は以下のとおりです。

指定社員
業務執行社員

公認会計士 鈴木茂夫

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小野隆良

指定社員
業務執行社員

公認会計士 前田慶一

なお、当該公認会計士の当社に係る継続監査年数は７年を超えていないため、記載を省略しております。

また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士３名、会計士補等７名、その他３名であります。

（7）責任限定契約の内容の概要

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条１項の規定に基づき、同法第423条１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規定する額とし

ております。

（8）取締役の定数

当社の取締役は20名以内にする旨を定款で定めております。

（9）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

（10）自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行

することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

（11）中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）について、取締役会の決議により定め

る旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。
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（12）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な

運営を目的とするものであります。

　

（模式図）
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

また、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則

第３項のただし書きにより、改正後の連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

また、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則第３

項のただし書きにより、改正後の財務諸表等規則を早期に適用しております。

　

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日本監

査法人の監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 2,786 3,760

　　　受取手形及び売掛金 ※２ 12,232 9,912

　　　たな卸資産 2,079 2,204

　　　繰延税金資産 4 78

　　　その他 80 60

　　　貸倒引当金 △23 △ 38

　　　流動資産合計 17,16079.9 15,97980.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　建物及び構築物 ※１ 3,733 3,702

　　　　　減価償却累計額 △2,745 988 △2,785 916

　　　　機械装置及び運搬具 ※１ 2,074 1,927

　　　　　減価償却累計額 △1,694 379 △1,621 306

　　　　土地 ※１ 825 825

　　　　その他 1,438 1,426

　　　　　減価償却累計額 △1,261 176 △1,261 164

　　　　有形固定資産合計 2,37011.0 2,21311.2

　２　無形固定資産 33 42

　　　　無形固定資産合計 33 0.2 42 0.2

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 1,440 1,219

　　　　長期貸付金 2 2

　  　　繰延税金資産 ─ 0

　　　　その他 505 431

　　　　貸倒引当金 △40 △ 106

　　　　投資その他の資産合計 1,9088.9 1,5477.8

　　　固定資産合計 4,31220.1 3,80319.2

　　資産合計 21,473100.0 19,783100.0

　

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

26/71



　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形及び買掛金 ※２ 8,397
6,909
 

　　　短期借入金 ※１ 1,350 930

　　　１年以内返済予定
　　　の長期借入金

※１ 233 1,033

　　　未払法人税等 93 201

　　　受注工事損失引当金 45 82

　　　その他 566 515

　　流動負債合計 10,68449.8 9,67148.9

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 ※１ 1,467 584

　　　長期未払金 ― 57

　　　繰延税金負債 340 104

　　　退職給付引当金 2,412 2,632

　　　役員退職慰労引当金 139 ―

　　　その他 4 3

　　固定負債合計 4,36320.3 3,38217.1

　　負債合計 15,04870.1 13,05466.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 2,33410.9 2,33411.8

　　　資本剰余金 1,4706.8 1,4707.4

　　　利益剰余金 2,1059.8 2,48812.6

　　　自己株式 △1 △0.0 △ 2 △0.0

　　株主資本合計 5,90827.5 6,29031.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

509 2.3 420 2.1

　　　為替換算調整勘定 △7 △0.0 1 0.0

　　評価・換算差額等合計 502 2.3 421 2.1

Ⅲ　少数株主持分 13 0.1 16 0.1

　　純資産合計 6,42429.9 6,72934.0

　　負債及び純資産合計 21,473100.0 19,783100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 24,032100.0 22,354100.0

Ⅱ　売上原価 ※４ 20,70586.2 18,50582.8

　　　売上総利益 3,32713.8 3,84917.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

3,31513.8 3,39115.2

　　　営業利益 11 0.0 458 2.0

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 4 14

　　　受取配当金 17 20

　　　不動産賃貸収入 48 19

　　　投資有価証券売却益 63 ―

      債務勘定整理益 ─ 8

　　　その他の営業外収益 16 149 0.6 10 72 0.3

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 35 45

　　　不動産賃貸費用 16 5

　　　事業環境改善活動費用 16 49

　　　固定資産除却損 ― 24

　　　その他の営業外費用 13 80 0.3 17 142 0.6

　　　経常利益 80 0.3 388 1.7

Ⅵ　特別利益

　　　有形固定資産売却益 ※３ 549 ―

　　　投資有価証券売却益 ― 549 2.3 475 475 2.1

Ⅶ　特別損失

　　　退職給付制度改定損 ― 267

　　　たな卸資産評価損 ※４ ― ― ― 77 344 1.5

　　　税金等調整前当期純利益 629 2.6 518 2.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

98 302

　　　法人税等調整額 △2 96 0.4 △256 46 0.2

　　　少数株主利益 1 0

　　　当期純利益 531 2.2 471 2.1
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

平成18年3月31日残高

(百万円)
2,3341,4701,618 △1 5,421 520 △9 11

連結会計年度中の

変動額

剰余金の配当 △44 △44

当期純利益 531 531

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

　の連結会計年度中

　の変動額(純額)

△11 2 2

連結会計年度中の

変動額合計(百万円)
－ － 487 △0 487 △11 2 2

平成19年3月31日残高

(百万円)
2,3341,4702,105 △1 5,908 509 △7 13

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

平成19年3月31日残高

(百万円)
2,3341,4702,105 △1 5,908 509 △7 13

連結会計年度中の

変動額

剰余金の配当 △ 89 △ 89

当期純利益 471 471

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

　の連結会計年度中

　の変動額(純額)

△ 88 8 2

連結会計年度中の

変動額合計(百万円)
─ ─ 382 △0 382 △ 88 8 2

平成20年3月31日残高

(百万円)
2,3341,4702,488 △ 2 6,290 420 1 16
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　 前連結会計年度

(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 629 518

　　　減価償却費 235 229

　　　貸倒引当金の増減額(△:減少) 20 80

　　　退職給付引当金の増減額(△:減少) △26 220

　　　役員退職慰労引当金の増減額(△:減少) 13 △139

　　　受取利息及び受取配当金 △21 △34

　　　支払利息 35 45

　　　投資有価証券売却益 △63 △475

　　　有形固定資産売却益 △549 ─

　　　固定資産除却損 3 24

　　　売上債権の増減額(△:増加) △531 2,244

　　　たな卸資産の増減額(△:増加) △123 △126

　　　仕入債務の増減額(△:減少) △268 △1,520

　　　その他 △96 136

　　　　小計 △742 1,203

　　　利息及び配当金の受取額 21 34

　　　利息の支払額 △38 △42

　　　法人税等の支払額 △47 △193

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △806 1,001

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　投資有価証券の売却による収入 88 554

　　　有形固定資産の取得による支出 △302 △4

　　　有形固定資産の売却による収入 846 1

　　　無形固定資産の取得による支出 △2 △15

　　　長期貸付金の回収による収入 2 0

　　　その他 17 14

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 650 551

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の増減額(△:減少) ― △420

　　　長期借入金の借入による収入 500 150

　　　長期借入金の返済による支出 △514 △233

　　　配当金の支払額 △44 △89

　　　その他 △0 △0

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △59 △593

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 6 13

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△:減少) △209 974

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,996 　2,786

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,786 3,760
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　５社
子会社は全て連結しております。
主要な連結子会社名は、「第１　企業の
概況　４　関係会社の状況」に記載して
いるため省略しております。

連結子会社の数　　４社
同左

 
なお、東洋設備工業㈱は、平成20年２月
に清算が結了したため、上記連結子会社
の数には含まれておりませんが、清算ま
での損益計算書については連結してお
ります。

２　持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

TOYO CR SDN.BHD.12月31日＊１

東洋空調工程(股) 12月31日＊１

＊１：連結子会社の決算日現在の財務
諸表を使用しております。ただ
し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの
　　　　　…決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、
部分純資産直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定。)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの
　　　　　…同左

　　　　時価のないもの

　　　　　…移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの

　　　　　…同左　

　②　たな卸資産
　　　
　
　　　
　　　商品・製品・未成工事支出金

　　　　…個別法による原価法

　　　仕掛品

　　　　…個別法による原価法

　　　　　(一部は総平均法)

　　　原材料・貯蔵品

　　　　…移動平均法による原価法

　②　たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており
ます。
　　　商品・製品・未成工事支出金

　　　　…個別法

　　　仕掛品

　　　　…個別法

　　　　　(一部は総平均法)

　　　原材料・貯蔵品

　　　　…移動平均法
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(会計方針の変更)
「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成18年７
月５日　企業会計基準第９号）が平成20
年３月31日以前に開始する連結会計年
度に係る連結財務諸表から適用できる
ことになったことに伴い、受入準備が
整った当連結会計年度末から同会計基
準を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業利益および経常利益が34百
万円、税金等調整前当期純利益が111百
万円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響

は、機器事業において営業費用が34百万
円増加し、営業利益が34百万円減少して
おります。
当中間連結会計期間は従来の方法に

よっているため、中間・期末の首尾一貫
性を欠くこととなっており、変更後の方
法によった場合と比べ、当中間連結会計
期間の営業損失および経常損失は39百
万円少なく、税金等調整前中間純利益は
126百万円多くなっております。

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産

　　　当社及び国内連結子会社は、定率法
によっております。ただし、平成
10年４月１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)は定額法
によっております。

　　　なお、耐用年数については下記のと
おりであります。

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産

同左

　

　

　　建物及び構築物：３～50年

　　機械装置及び運搬具：２～15年

　　その他：２～20年

　　　在外連結子会社は定額法によって

おります。

　

(会計方針の変更)
法人税法の改正（（所得税等の一部

を改正する法律　平成19年３月30日　法
律第６号）及び（法人税法施行令の一
部を改正する政令　平成19年３月30日　
政令第83号））に伴い、当連結会計年度
から、平成19年４月１日以降に取得した
ものについては、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しております。
なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。
なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であります。
(追加情報)
当連結会計年度から、平成19年3月31

日以前に取得したものについては、償却
可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によって
おります。
当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

　②　無形固定資産

　　　当社及び連結子会社は、定額法に
よっております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアの減
価償却の方法は社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額
法によっております。

　②　無形固定資産

同左

(ハ)重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　当社及び国内連結子会社は、売掛
金、貸付金等の債権の貸倒れに
よる損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収の可能性
を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

　　　在外連結子会社については個別の
債権について回収の可能性を検
討し、回収不能見込額を計上し
ております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　当社及び連結子会社は、売掛金、貸
付金等の債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は個別に回収の可能性を検討
し、回収不能見込額を計上して
おります。

　②　受注工事損失引当金

当社は、受注工事の損失に備え
るため、手持工事のうち損失の
発生の可能性が高く、かつ、その
金額を合理的に見積もることが
できる工事について、当該見積
額を計上しております。

　②　受注工事損失引当金

同左

　

　③　退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会
計年度において発生していると
認められる額を計上しておりま
す。
なお、会計基準変更時差異
(3,353百万円)については、15年
による按分額を費用処理してお
ります。
過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数(14年)によ
る按分額を費用処理しておりま
す。

　③　退職給付引当金

同左

また、数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の発生時
の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数(14年)による按分
額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度より費用処理しておりま
す。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

　　(追加情報)
当社は、平成20年４月１日付で
適格退職年金制度および退職一
時金制度の一部を確定拠出年金
制度に移行しております。この
制度改定により「退職給付制度
間の移行等の会計処理に関する
実務の取扱い」（実務対応報告
第２号）を適用し終了損失額を
合理的に見積り、「退職給付制
度改定損」として特別損失に
267百万円計上しております。
なお、制度の移行に伴い、当連結
会計年度の税金等調整前当期純
利益は267百万円減少しており
ます。

　④　役員退職慰労引当金

　　　当社は、役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

　④　役員退職慰労引当金

　　　当社は、役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しておりました
が、平成19年６月28日開催の定
時株主総会において、役員退職
慰労金制度廃止に伴う役員退職
慰労金の打切り支給の件につい
ての議案が決議されたため、打
切り支給の対象となった取締役
および監査役に対する従来の役
員退職慰労引当金を全額取崩
し、長期未払金に振替えており
ます。
なお、当連結会計年度末の未払
額は57百万円であります。

(ニ)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建ての

資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。

(ニ)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建ての

資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

　　

　　なお、在外子会社等の資産及び負債、
収益及び費用は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定及び少数株主持分
に含めております。

　　

(ホ)重要なリース取引の処理方法

　──────────

(ホ)重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては特例処理の
要件を満たしておりますので、特
例処理を採用しております。

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段　金利スワップ

　　ヘッジ対象　借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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③ヘッジ方針
　　借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を利用し
ており、ヘッジ対象の識別は個別
契約毎に行っております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法
　　金利スワップの特例処理の要件を満

たしており、その判定をもって有
効性の評価を省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(ト)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(ト)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっており

ます。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

該当事項はありません。 同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヵ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

同左

　　
(会計処理の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月
９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は6,410百万
円であります。
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に
おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

 

　　　　　　　　───────

　

　
(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 

　　　　　　　　───────

（連結損益計算書）
前連結会計年度まで営業外費用の「その他の営業外費
用」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」
は、営業外費用の総額の100分の10を超えるため、区分掲
記しました。
なお、前年度連結会計年度における「固定資産除却損」
の金額は３百万円であります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)
　 前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物等 724百万円

　機械装置等 372

　土地 119

　計 1,216百万円

※１　担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物等 672百万円

　機械装置等 300

　土地 119

　計 1,091百万円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　長期借入金 1,367百万円

　１年以内に返済予定の
　長期借入金

133

　短期借入金 1,100

　計 2,600百万円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　長期借入金 534百万円

　１年以内に返済予定の
　長期借入金

933

　短期借入金 750

　計 2,217百万円

※２　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。

受取手形 136百万円

支払手形 647百万円

　

　　　　　　　　────────

(連結損益計算書関係)

　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

　貸倒引当金繰入額 27百万円

　給与手当 1,104

　賞与 246

　退職給付費用 170

　役員退職慰労引当金繰入額 36

　旅費交通費 175

　減価償却費 57

　見積引合費 441

　研究開発費 161

　賃借料 62

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

　貸倒引当金繰入額 83百万円

　給与手当 1,094

　賞与 266

　退職給付費用 148

　旅費交通費 182

　減価償却費 56

　見積引合費 539

　研究開発費 174

　賃借料 38

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は161
百万円であります。

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は　　
174百万円であります。

※３　有形固定資産売却益の内訳

建物及び構築物等 48百万円

土地 501百万円

計 549百万円

　　　　　　　　　──────

　　　　　　　　　──────
　　　　　　

※４　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額
　売上原価　　　　　 　　　　 　34百万円
　特別損失　　　　　 　　　　 　77百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

　普通株式(株) 22,296,204 ― ― 22,296,204

自己株式

　普通株式(株) 9,563 750 ― 10,313

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加750株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 44 2 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89 ４ 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

　普通株式(株) 22,296,204 ─ ─ 22,296,204

自己株式

　普通株式(株) 10,313 2,347 ─ 12,660

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,347株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 89 4 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89 4 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　　連結キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現

金同等物」期末残高と連結貸借対照表における「現金

及び預金」期末残高は2,786百万円で一致しておりま

す。

　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　　連結キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現

金同等物」期末残高と連結貸借対照表における「現金

及び預金」期末残高は3,760百万円で一致しておりま

す。

　

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

　          ───────────
　

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

①リース物件の取得価額価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末
残高
相当額
（百万円）

機械及び
装置

16 4 12

合計 16 4 12

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。
②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ６百万円

１年超 12百万円

合計 18百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。
③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ２百万円

減価償却費相当額 ２百万円
　
④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法
によっております。

　(貸主側)

　          ───────────
　

　(貸主側)

　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ４百万円

１年超 ２百万円

合計 ６百万円

　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未経
過リース期末残高相当額であります。
なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件で
ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期
末残高相当額に含まれております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　株式 389 1,239 850

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　株式 1 1 △0

合計 390 1,240 850

　

２　時価評価されていない有価証券　
　

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 199

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

88 63 0

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　株式 383 1,091 708

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　株式 9 7 △2

合計 393 1,098 705

　

２　時価評価されていない有価証券　
　

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 120

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

554 475 ─
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　①取引の内容及び利用目的等

　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たした取引のみ行って

おります。また、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

　②取引に係るリスクの内容

　　金利スワップ取引は市場金利の変動リスクを有してお

ります。なお、取引相手先はいずれも信用度の高い国

内の銀行であるため信用リスクはほとんどないと判

断しております。

　③取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行・管理については、取引の基

本方針に従って資金担当部門が決済担当者の承認を

得て行っております。

１　取引の状況に関する事項

　

同左

２　取引の時価等に関する事項

　　該当事項はありません。なお、金利スワップ取引を行っ

ておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。

２　取引の時価等に関する事項

　

同左
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社の退職給付制度は、退職一時金制度と適格年金制

度を採用しております。

　　退職一時金：退職金規程に基づく退職一時金制度を採

用しております。

　　適格年金　：昭和39年９月１日から退職金制度の一部

について適格退職年金制度を採用して

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

①　退職給付債務 △7,493百万円

②　年金資産 3,103百万円

③　未積立退職給付債務 △4,390百万円

④　会計基準変更時差異の未処理額 1,788百万円

⑤　未認識数理計算上の差異 912百万円

⑥　未認識過去勤務債務 △444百万円

⑦　連結貸借対照表計上純額 △2,133百万円

⑧　前払年金費用 278百万円

⑨　退職給付引当金（⑦－⑧） △2,412百万円
　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

①　退職給付債務 △6,110百万円

②　年金資産 2,375百万円

③　未積立退職給付債務 △3,734百万円

④　会計基準変更時差異の未処理額 1,564百万円

⑤　未認識数理計算上の差異 360百万円

⑥　未認識過去勤務債務 △388百万円

⑦　連結貸借対照表計上純額 △2,198百万円

⑧　前払年金費用 167百万円

⑨　退職給付制度改定費用 △267百万円

⑩　退職給付引当金（⑦－⑧＋⑨） △2,632百万円
　

３　退職給付費用に関する事項

　　(自平成18年４月１日～至平成19年３月31日)

①　勤務費用 313百万円

②　利息費用 154百万円

③　期待運用収益 △60百万円

④　会計基準変更時差異の費用処理額 223百万円

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 106百万円

⑥　過去勤務債務の費用処理額 △56百万円

⑦　臨時に支払った割増退職金等 10百万円

⑧　退職給付費用 692百万円
　

３　退職給付費用に関する事項

　　(自平成19年４月１日～至平成20年３月31日)

①　勤務費用 303百万円

②　利息費用 149百万円

③　期待運用収益 △62百万円

④　会計基準変更時差異の費用処理額 223百万円

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 109百万円

⑥　過去勤務債務の費用処理額 △56百万円

⑦　臨時に支払った割増退職金等 7百万円

⑧　退職給付費用 676百万円

（注）上記退職給付費用以外に、退職給付制度改定に伴
う影響額を特別損失として267百万円計上しておりま
す。
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の処理年数 14年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 14年

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 15年
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の処理年数 14年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 14年

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 15年
　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 868百万円

　役員退職慰労引当金 56

　ゴルフ会員権評価損 43

　その他 117

　　繰延税金資産小計 1,085

　評価性引当額 △1,080

　　繰延税金資産合計 4

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △340百万円

　　繰延税金負債合計 △340

　　繰延税金負債純額 △335

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 1,003百万円

　ゴルフ会員権評価損 43

　その他 214

　　繰延税金資産小計 1,260

　評価性引当額 △999

　　繰延税金資産合計 261

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △287百万円

　　繰延税金負債合計 △287

　　繰延税金負債純額 △26

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　 (調整)

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.2

　受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.5

　住民税均等割等 4.3

　税務上の繰越欠損金の使用 △29.6

　評価性引当額の増減 △0.4

　特別税額控除 △1.7

　その他 0.3

　　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

15.3

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　 (調整)

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.8

　受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△19.1

　住民税均等割等 5.0

　評価性引当額の増減 △15.9

　連結子会社の適用税率差異 △2.4

　特別税額控除 △3.6

　その他 1.4

　　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

8.9

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
エンジニアリ
ング事業
(百万円)

機器事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,801 11,196 34 24,032 ― 24,032

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 102 360 462 (462) ―

計 12,801 11,298 394 24,494 (462) 24,032

　　営業費用 12,744 11,349 388 24,483 (462) 24,020

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

56 △50 5 11 (―) 11

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 8,272 8,234 48 16,556 4,916 21,473

　　減価償却費 32 137 ― 170 54 224

　　資本的支出 8 22 ― 31 7 39

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

①　エンジニアリング事業 冷凍・冷蔵・製氷装置、食品プラント・産業用プロセス冷却装置等の設計、

施工、保守サービスに関する事業

②　機器事業 エアハンドリングユニット等冷凍空調用機器の製造、販売、保守サービスに

関する事業

③　その他事業 人材派遣、損害保険代理店業に関する事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,943百万円であります。

その主なものは、当社での余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であ

ります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
エンジニアリ
ング事業
(百万円)

機器事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,700 10,624 29 22,354 ─ 22,354

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 216 332 549 (549) ─

計 11,700 10,841 362 22,904 (549) 22,354

　　営業費用 11,591 10,497 357 22,446 (549) 21,896

　　営業利益 109 344 4 458 (─) 458

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 7,810 6,372 52 14,235 5,548 19,783

　　減価償却費 36 136 0 172 43 215

　　資本的支出 25 40 ─ 65 25 91

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

①　エンジニアリング事業 冷凍・冷蔵・製氷装置、食品プラント・産業用プロセス冷却装置等の設計、

施工、保守サービスに関する事業

②　機器事業 エアハンドリングユニット等冷凍空調用機器の製造、販売、保守サービスに

関する事業

③　その他事業 人材派遣、損害保険代理店業に関する事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,580百万円であります。

その主なものは、当社での余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であ

ります。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

44/71



【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

三菱重工
業株式会
社

東京都
港区

265,608船舶の建造
・販売、航
空機の製造
・販売、原
動機の製造
・販売、冷
凍機、印刷
機その他各
種産業用お
よび一般用
機械装置の
製造・販売

直接
　　　37.3
間接　なし

兼任等
　　２人
転籍
　　２人

三菱重工
業製品の
仕入

営業
取引

空調機
器およ
び付属
品の仕
入

1 買掛金 ―

当社製品
の販売

当社空
調機器
の販売

679売掛金
前受金

455
8

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(イ)空調機器および付属品の仕入については、通常行われている取引価格を参考にしてその都度交渉のう

え決定しております。

(ロ)当社空調機器の販売については、市場実勢価格を参考に毎期価格交渉のうえ決定しております。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

三菱重工
空調シス
テム㈱

東京都
品川区

400三菱重工業
製空調、冷
凍機器の販
売

三菱重工業
㈱の子会社
直接　なし

なし 三菱重工
業 製 空
調、冷凍
機器の仕
入・販売

営業
取引

三菱重
工業製
空 調 、
冷凍機
器の仕
入

586買掛金 145

当社空
調機器
の販売

 

98売掛金
前受金

23
4

その他
の関係
会社の
子会社

三菱重工
冷熱シス
テム㈱

東京都
中央区

180三菱重工業
製 大 型 空
調、冷凍機
器の販売

三菱重工業
㈱の子会社
直接　なし

なし 三菱重工
業製大型
空調、冷
凍機器の
仕入・販
売・保守

営業
取引

三菱重
工業製
大型空
調 、 冷
凍機器
の仕入

885買掛金 472

当社空
調機器
の販売

 

73売掛金
前受金

47
1

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(イ)三菱重工空調システム㈱からの三菱重工業製空調機器の仕入については、代理店卸価格によっており

ます。三菱重工冷熱システム㈱からの三菱重工業製大型空調、冷凍機器の仕入については、通常行われ

ている取引価格を参考にしてその都度価格交渉のうえ決定しております。

(ロ)当社空調機器の販売については、その都度見積書提出のうえ価格交渉により決定しております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

三菱重工
業株式会
社

東京都
港区

265,608船舶の建造
・販売、航
空機の製造
・販売、原
動機の製造
・販売、冷
凍機、印刷
機その他各
種産業用お
よび一般用
機械装置の
製造・販売

直接
　　　37.3
間接　なし

兼任等
　　１人
転籍
　　２人

三菱重工
業製品の
仕入

営業
取引

空調機
器およ
び付属
品の仕
入

4 買掛金 0

当社製品
の販売

当社空
調機器
の販売

729売掛金
未収入金
前受金

605
4
5

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(イ)空調機器および付属品の仕入については、通常行われている取引価格を参考にしてその都度交渉のう

え決定しております。

(ロ)当社空調機器の販売については、市場実勢価格を参考に毎期価格交渉のうえ決定しております。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

三菱重工
空調シス
テム㈱

東京都
品川区

400三菱重工業
製空調、冷
凍機器の販
売

三菱重工業
㈱の子会社
直接　なし

なし 三菱重工
業 製 空
調、冷凍
機器の仕
入・販売

営業
取引

三菱重
工業製
空 調 、
冷凍機
器の仕
入

453買掛金 166

当社空
調機器
の販売

 

55売掛金
前受金

33
0

その他
の関係
会社の
子会社

三菱重工
冷熱シス
テム㈱

東京都
中央区

180三菱重工業
製 大 型 空
調、冷凍機
器の販売

三菱重工業
㈱の子会社
直接　なし

なし 三菱重工
業製大型
空調、冷
凍機器の
仕入・販
売・保守

営業
取引

三菱重
工業製
大型空
調 、 冷
凍機器
の仕入

866買掛金 465

当社空
調機器
の販売

 

89売掛金
前受金

21
0

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(イ)三菱重工空調システム㈱からの三菱重工業製空調機器の仕入については、代理店卸価格によっており

ます。三菱重工冷熱システム㈱からの三菱重工業製大型空調、冷凍機器の仕入については、通常行われ

ている取引価格を参考にしてその都度価格交渉のうえ決定しております。

(ロ)当社空調機器の販売については、その都度見積書提出のうえ価格交渉により決定しております。

　

　

　

(１株当たり情報)
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 287.66円１株当たり純資産額 301.23円

１株当たり当期純利益 23.86円１株当たり当期純利益 21.17円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては潜在株式がないため、記載しておりません。

同左

　

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 531 471

普通株式に係る当期純利益(百万円) 531 471

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 22,286,410 22,284,571

　

(重要な後発事象)

　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

47/71



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,350 930 1.63 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 233 1,033 1.29 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,467 584 2.03
平成22年３月15日～

平成23年１月31日

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 3,050 2,547 ─ ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 434 150 ─ ─

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 2,580 3,552

　　　受取手形 ※４ 1,538 1,497

　　　売掛金 ※３ 10,423 8,152

　　　商品 17 4

　　　製品 301 106

　　　原材料 ※１ 588 551

　　　仕掛品 262 124

　　　未成工事支出金 886 1,421

　　　貯蔵品 12 9

　　　前払費用 25 22

　　　繰延税金資産 ─ 75

　　　未収入金 33 20

　　　その他 41 13

　　　貸倒引当金 △22 △35

　　　流動資産合計 16,68978.9 15,51779.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　建物 ※２ 3,286 3,255

　　　　減価償却累計額 △2,350 936 △2,383 871

　　　　構築物 446 446

　　　　減価償却累計額 △394 52 △401 45

　　　　機械及び装置 ※２ 2,045 1,896

　　　　減価償却累計額 △1,671 374 △1,595 301

　　　　車両及び運搬具 14 14

　　　　減価償却累計額 △13 1 △13 0

　　　　工具器具及び備品 1,425 1,409

　　　　減価償却累計額 △1,251 174 △1,252 156

　　　　土地 ※２ 825 825

　　　　建設仮勘定 ─ 1

　　　有形固定資産合計 2,36411.2 2,20211.3

　２　無形固定資産

　　　　ソフトウェア 9 18

　　　　電話加入権 23 23

　　　無形固定資産合計 32 0.2 42 0.2

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 1,440 1,219

　　　　関係会社株式 54 52

　　　　従業員に対する
　　　　長期貸付金

2 2

　　　　関係会社長期貸付金 103 66

　　　　破産更生債権等 3 1

　　　　長期前払費用 14 1

　　　　前払年金費用 278 167

　　　　その他の投資等 204 255

　　　　貸倒引当金 △40 △ 106

　　　投資その他の資産合計 2,0629.7 1,6608.6

　　　固定資産合計 4,45921.1 3,90420.1

　　　資産合計 21,148100.0 19,422100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形 ※４ 4,632 3,475

　　　買掛金 ※３ 3,506 3,158

　　　短期借入金 ※２ 1,350 930

　　　１年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 233 1,033

　　　未払金 13 56

　　　未払費用 ※３ 208 220

　　　未払法人税等 91 182

　　　未払消費税等 45 25

　　　前受金 255 175

　　　受注工事損失引当金 45 82

　　　設備関係支払手形 19 55

　　　その他 25 37

　　　流動負債合計 10,42649.3 9,43248.6

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 ※２ 1,467 584

      長期未払金 ─ 57

　　　繰延税金負債 340 104

　　　退職給付引当金 2,412 2,632

　　　役員退職慰労引当金 139 ─

　　　その他 3 3

　　　固定負債合計 4,36220.6 3,38217.4

　　　負債合計 14,78969.9 12,81466.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,33411.0 2,33412.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,470 1,470

　　　　資本剰余金合計 1,4707.0 1,4707.6

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 388 388

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 500 500

　　　　繰越利益剰余金 1,158 1,495

　　　　利益剰余金合計 2,0479.7 2,38412.3

　４　自己株式 △1 △0.0 △ 2 △0.0

　　　株主資本合計 5,85027.7 6,18731.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

509 420

　　　評価・換算差額等合計 509 2.4 420 2.1

　　　純資産合計 6,35930.1 6,60734.0

　　　負債及び純資産合計 21,148100.0 19,422100.0

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

50/71



② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　製品売上高 3,032 2,404

　　　商品売上高 580 536

　　　完成工事高 19,158 18,409

　　　売上高合計 22,771100.0 21,350100.0

Ⅱ　売上原価

　　　期首製品棚卸高 232 301

　　　当期製品製造原価 3,345 2,225

　　　期末製品棚卸高 ※４ 301 3,275 106 2,420

　　　期首商品棚卸高 37 17

　　　当期商品仕入高 504 495

　　　期末商品棚卸高 ※４ 17 524 4 508

　　　完成工事原価 15,991 14,999

　　　売上原価合計 19,79186.9 17,92884.0

　　　売上総利益 2,97913.1 3,42216.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

2,97213.1 3,05314.3

　　　営業利益 7 0.0 368 1.7

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 3 12

　　　受取配当金 26 33

　　　不動産賃貸収入 48 19

　　　投資有価証券売却益 63 ─

      子会社清算益 ─ 9

　　　債務勘定整理益 ─ 8

　　　雑収入 12 153 0.7 7 90 0.4

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 35 45

　　　不動産賃貸費用 16 5

　　　事業環境改善活動費用 16 49

　　　固定資産除却損 ─ 24

　　　雑支出 13 80 0.4 17 142 0.6

　　　経常利益 80 0.3 316 1.5

Ⅵ　特別利益

　　　有形固定資産売却益 ※３ 549 ─

　　　投資有価証券売却益 ─ 549 2.4 475 475 2.2

Ⅶ　特別損失

   　 退職給付制度改定損 ─ 267

      たな卸資産評価損 ※４ ─ ─ 77 344 1.6

　　　税引前当期純利益 629 2.7 447 2.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

92 279

　　　法人税等調整額 ─ 92 △ 258 21

　　　当期純利益 537 2.4 426 2.0
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製造原価明細書

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 969 27.2 694 30.4

Ⅱ　労務費 698 19.6 598 26.2

Ⅲ　外注費 1,154 32.4 516 22.6

Ⅳ　経費 741 20.8 475 20.8

当期総製造費用 3,563 100.0 2,285 100.0

期首仕掛品棚卸高 221 262

合計 3,784 2,548

期末仕掛品棚卸高 262 124

他勘定振替高 ※１ 176 197

当期製品製造原価 3,345 2,225

　

※１　他勘定振替高内訳

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

販売費及び一般管理費 82 73

未成工事勘定 91 123

商品勘定 3 0

計 176 197

　

完成工事原価明細書(財務諸表等規則第77条に基づく)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

Ⅰ　材料費 4,423 27.7 4,103 27.4

Ⅱ　労務費 2,139 13.4 2,244 14.9

Ⅲ　外注費 7,648 47.8 6,954 46.3

Ⅳ　経費 1,092 6.8 1,027 6.9

Ⅴ　間接人件費 686 4.3 668 4.5

　　　完成工事原価 15,991100.0 14,999100.0

　

原価計算の方式

工事ならびに主要製品については個別原価計算を行っておりますが、一部の製品については単純総合原価

計算を行っております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

項　　目

株主資本
評価・換算

差額等

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金
資本

準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

別途

積立金

繰越利益剰

余金

平成18年3月31日残高(百万円) 2,3341,470 388 1,500△334 △1 5,357 520

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △44 △44

当期純利益 537 537

自己株式の取得 △0 △0

別途積立金の取崩 △1,0001,000 －

株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△11

事業年度中の変動額

合計(百万円)
－ － － △1,0001,493 △0 493 △11

平成19年3月31日残高(百万円) 2,3341,470 388 500 1,158 △1 5,850 509

　

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

項　　目

株主資本
評価・換算

差額等

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金
資本
準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

別途

積立金

繰越利益剰

余金

平成19年3月31日残高(百万円) 2,3341,470 388 500 1,158 △1 5,850 509

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △89 △89

当期純利益 426 426

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額) △88
事業年度中の変動額

合計(百万円) － － － － 337 △0 337 △88

平成20年3月31日残高(百万円) 2,3341,470 388 500 1,495 △2 6,187 420
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの
　　　　　…決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、
部分純資産直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定。)

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの
　　　　　…同左

　時価のないもの

　　　　　…移動平均法による原価法

　時価のないもの
　　　　　…同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準は原価法であり、評価方法は
下記のとおりであります。

科目 評価方法
商品・製品・
未成工事支出金

個別法

仕掛品
個別法
(一部は総平均法)

原材料・貯蔵品 移動平均法
　

評価基準は原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）であり、評価方
法は下記のとおりであります。

科目 評価方法
商品・製品・
未成工事支出金

個別法

仕掛品
個別法
(一部は総平均法)

原材料・貯蔵品 移動平均法

(会計方針の変更)
「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成18年７
月５日　企業会計基準第９号）が平成20
年３月31日以前に開始する事業年度に
係る財務諸表から適用できることに
なったことに伴い、受入準備が整った当
事業年度末から同会計基準を適用して
おります。
この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業利益および経常利益が34百
万円、当期純利益が111百万円減少して
おります。
当中間会計期間は従来の方法によっ

ているため、中間・期末の首尾一貫性を
欠くこととなっており、変更後の方法に
よった場合と比べ、当中間会計期間の営
業損失および経常損失は39百万円少な
く、中間純利益は126百万円多くなって
おります。

３　固定資産の減価償却の方

法

(有形固定資産)

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降取得し
た建物(建物附属設備は除く)は定額法
によっております。
なお、耐用年数については下記のとお
りであります。
建物 ：３～50年
構築物 ：３～50年
機械及び装置 ：２～15年
車両及び運搬具 ：４～５年
工具器具及び備品：２～20年

(有形固定資産)

同左　

 

(会計方針の変更)
　法人税法の改正（（所得税等の一部
を改正する法律　平成19年３月30日　法
律第６号）及び（法人税法施行令の一
部を改正する政令　平成19年３月30日　
法律第83号））に伴い、当事業年度か
ら、平成19年４月１日以降に取得した
ものについては、改正後の法人税法に
基づく方法に変更しております。
　なお、これによる損益に与える影響は
軽微であります。
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項目

前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

(追加情報)
　当事業年度から、平成19年３月31日以
前に取得したものについては、償却可
能限度額まで償却が終了した翌年から
５年間で均等償却する方法によってお
ります。
　当該変更に伴う損益に与える影響は
軽微であります。

(無形固定資産)
定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアの減
価償却の方法は社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法によってお
ります。

(無形固定資産)

同左

４　引当金の計上基準 イ　貸倒引当金は、売掛金、貸付金等の
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収の可
能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

イ　　　　　　 同左

ロ　受注工事損失引当金は、受注工事の
損失に備えるため、手持工事のう
ち損失の発生の可能性が高く、か
つ、その金額を合理的に見積もる
ことができる工事について、当該
見積額を計上しております。

ロ　　　　　　 同左

ハ　退職給付引当金は、従業員の退職給
付に備えるため、当期末における
退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期において発生し
ていると認められる額を計上して
おります。

　　なお、会計基準変更時差異(3,353百
万円)については、15年による按分
額を費用処理しております。

　　過去勤務債務については、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数(14年)による按分額
を費用処理しております。

　　また、数理計算上の差異については、
各期の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数
(14年)による按分額をそれぞれ発
生の翌期より費用処理しておりま
す。

ハ　　　　　　 同左

　　（追加情報）
　　当社は、平成20年４月１日付で適格

退職年金制度および退職一時金制
度の一部を確定拠出年金制度に移
行しております。この制度改定に
より、「退職給付制度間の移行等
に関する会計処理に関する実務の
取扱い」（実務対応報告第２号)
を適用し終了損失額を合理的に見
積り、「退職給付制度改定損」と
して特別損失を267百万円計上し
ました。
なお、制度移行に伴い、当事業年度
の当期純利益は、267百万円減少し
ております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

ニ　役員退職慰労引当金は、役員の退職
慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上して
おります。

ニ　当社は役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しておりましたが、
平成19年６月28日開催の定時株主
総会において、役員退職慰労金制
度廃止に伴う、役員退職慰労金の
打切り支給の件についての議案が
決議されたため、打切り支給の対
象となった取締役および監査役に
対する従来の役員退職慰労引当金
を全額取崩し、長期未払金に振替
えております。
なお、当事業年度末の未払額は57
百万円であります。

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

同左

６　リース取引の処理方法 　　
　　　　　────────

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

７　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては特例処理の
要件を満たしておりますので、特
例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段　金利スワップ
　　ヘッジ対象　借入金
③ヘッジ方針
　　借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を利用し
ており、ヘッジ対象の識別は個別
契約毎に行っております。

①ヘッジ会計の方法

同左

　

　

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法
　　金利スワップの特例処理の要件を満
たしており、その判定をもって有
効性の評価を省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理

同左
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(会計処理の変更)

　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は6,359百万

円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。

　

　　　　　　　　───────

　

(表示方法の変更)

　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度までは独立科目で掲記していた預り金（当期

末残高23百万円）は、金額が僅少となったため、流動負債

の「その他」に含めて表示することに変更しました。

　　　　　　　　───────

　

注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　原材料は常備品のみであり、引当品および外注加工

材料については直接製造原価で処理し、仕掛品残

高に含まれております。

※１ 　　　　　　　　　同左

※２　有形固定資産のうち

　　　建物等724百万円、機械装置等372百万円、土地119百万

円を長期借入金1,367万円、１年以内に返済予定の

長期借入金133百万円、短期借入金1,100百万円の

担保として工場財団抵当に供しております。

※２　有形固定資産のうち

　　　建物等672百万円、機械装置等300百万円、土地119百万

円を長期借入金534万円、１年以内に返済予定の長

期借入金933百万円、短期借入金750百万円の担保

として工場財団抵当に供しております。

※３　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

　売掛金 557百万円

　買掛金 30百万円

　未払費用 28百万円

※３　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

　売掛金 672百万円

　買掛金 12百万円

　未払費用 33百万円

※４　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。なお、

当期末日が金融機関の休日であったため、次の期

末日満期手形を満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。

受取手形 136百万円

支払手形 647百万円

　　　　　　　　────────
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、販売費の割合は
67.1％、一般管理費の割合は32.9％であります。

　　　主要な費目および金額は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 27百万円

給料手当 797百万円

賞与 236百万円

退職給付費用 170百万円

役員退職慰労引当金繰入額 36百万円

法定福利費 174百万円

旅費交通費 161百万円

減価償却費 55百万円

見積引合費 441百万円

研究開発費 161百万円

賃借料 44百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち、販売費の割合は
62.6％、一般管理費の割合は37.4％であります。

　　　主要な費目および金額は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 80百万円

給料手当 779百万円

賞与 255百万円

退職給付費用 148百万円

法定福利費 163百万円

旅費交通費 172百万円

減価償却費 53百万円

見積引合費 539百万円

研究開発費 174百万円

賃借料 23百万円

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 　
161百万円であります。

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は174
百万円であります。

※３　有形固定資産売却益の内訳

建物及び構築物等 48百万円

土地 501百万円

計 549百万円

　　　　　　─────

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　─────

※４　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 34百万円

特別損失 77百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 9,563 750 ― 10,313

　

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加750株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 10,313 2,347 ─ 12,660

　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,347株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

            ───────────
　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

①リース物件の取得価額価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末
残高
相当額
（百万円）

機械及び装
置

16 4 12

合計 16 4 12

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。
②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ６百万円

１年超 12百万円

合計 18百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。
③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ２百万円

減価償却費相当額 ２百万円
　
④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法
によっております。

　(貸主側)

            ───────────
　

　(貸主側)

　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ４百万円

１年超 ２百万円

合計 ６百万円

　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未経
過リース期末残高相当額であります。
なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件で
ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期
末残高相当額に含まれております。

　

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日)における子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　退職給付引当金 868百万円

　　役員退職慰労引当金 56

　　ゴルフ会員権評価損 43

　　その他 111

　　　繰延税金資産小計 1,079

　　評価性引当額 △1,079

　　　繰延税金資産合計 ―

　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 △340

　　　繰延税金負債合計 △340

　　　繰延税金負債純額 △340
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　退職給付引当金 1,003百万円

　　ゴルフ会員権評価損 43

　　その他 209

　　　繰延税金資産小計 1,255

　　評価性引当額 △997

　　　繰延税金資産合計 258

　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 △287

　　　繰延税金負債合計 △287

　　　繰延税金負債純額 29
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　 (調整)

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.1

　受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.0

　住民税均等割等 4.2

　税務上の繰越欠損金の使用 △29.6

　評価性引当額の増減 △0.4

　特別税額控除 △1.7

　その他 0.3

　　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

14.6

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　 (調整)

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.2

　受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△22.1

　住民税均等割等 5.8

　評価性引当額の増減 △18.2

　特別税額控除 △4.2

　その他 △0.5

　　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

4.7
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(企業結合等関係)

　前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項はありません。

　

　当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　

　

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 285円36銭１株当たり純資産額 296円53銭

１株当たり当期純利益 24円13銭１株当たり当期純利益 19円14銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては潜在株式がないため記載しておりません。

同左

　

　

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 537 426

普通株式に係る当期純利益(百万円) 537 426

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 22,286,410 22,284,571

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　
銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(その他有価証券)

三菱商事㈱ 219,400 660

㈱ニチレイ 682,350 326

新菱冷熱工業㈱ 158,400 79

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 88,170 75

㈱三菱総合研究所 40,000 40

雪印乳業㈱ 92,200 26

㈱伊勢丹 3,294 3

昭和炭酸㈱ 6,669 1

㈱ヒューテックノオリン 2,745 1

宝船冷蔵㈱ 15,500 1

その他　3銘柄 2,015 1

計 1,310,743 1,219

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 3,286 16 47 3,255 2,383 68 871

　構築物 446 ─ ─ 446 401 7 45

　機械及び装置 2,045 7 156 1,896 1,595 71 301

　車両及び運搬具 14 ─ ─ 14 13 0 0

　工具器具及び備品 1,425 44 60 1,409 1,252 58 156

　土地 825 ─ 0 825 ─ ─ 825

　建設仮勘定 ― 69 68 1 ─ ─ 1

有形固定資産計 8,045 137 333 7,849 5,646 206 2,202

無形固定資産

　ソフトウェア ― ― ― 31 13 5 18

　電話加入権 ― ― ― 23 ─ ─ 23

無形固定資産計 ― ― ― 55 13 5 42

長期前払費用 33 0 31 2 1 13 1

(注１)　長期前払費用については、法人税法の規定と同一の基準により均等償却しております。
(注２)　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。
　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 63 115 2 33 142

受注工事損失引当金 45 82 45 ─ 82

役員退職慰労引当金 139 ─ 81 57 ─

(注１)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、回収額および一般債権の貸倒実績率による洗替額であり
ます。

(注２)　役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、役員退職慰労金制度の廃止により、役員退職慰労
引当金を全額取崩し、長期未払金に振替えたものです。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産

(イ)現金及び預金内訳

　

種類 金額(百万円)

現金 1

当座預金 128

普通預金 1,870

定期預金 1,550

その他 1

合計 3,552

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱コーシンインテックス 394

テイボー㈱ 85

日比谷通商㈱ 71

塚本総業㈱ 70

ダイダン㈱ 58

その他 816

合計 1,497

　

(b) 期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 215

　　　　５月 234

　　　　６月 729

　　　　７月 287

　　　　８月 25

　　　　９月以降 3

合計 1,497
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(ハ)売掛金内訳

(a) 相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

三菱重工業㈱ 605

雪印乳業㈱ 598

日産自動車㈱ 494

キリンエンジニアリング㈱ 323

㈱ロッテ 262

その他 5,868

合計 8,152

　

　

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　
前期末残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ)

2

(Ｂ)

366

10,423 22,339 24,610 8,152 75.1 152.2

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

(ニ)棚卸資産内訳
　

科目 摘要 金額(百万円)

商品

パッケージエアコン 1

その他 2

計 4

製品 空調機器完成品他 106

原材料

鋼板・鋼材 40

非鉄 43

機械及び機械部品 446

その他 20

計 551

仕掛品

空調機器 70

その他 54

計 124

未成工事支出金 冷却設備工事他 1,421

貯蔵品 製品カタログ 9
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②　負債

(イ)支払手形、設備関係支払手形内訳

(a) 支払手形相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

コベルコ・コンプレッサ㈱ 100

山田工業㈱ 93

日立アプライアンス㈱ 84

㈱マキシス工業 67

五建工業㈱ 54

その他 3,074

合計 3,475

　

(b) 設備関係支払手形相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

ダイエー工業㈱ 6

㈱菱友システムズ 5

イシグロ㈱ 4

日本機材㈱ 4

横山機工㈱ 3

その他 30

合計 55

　

(c) 期日別内訳
　

期日

内訳

合計(百万円)支払手形

(百万円)

設備関係支払手形

(百万円)

平成20年４月 724 4 729

　　　　５月 762 8 771

　　　　６月 797 28 825

　　　　７月 778 4 782

　　　　８月 403 6 410

　　　　９月 9 3 12

合計 3,475 55 3,530

　

(ロ)買掛金内訳

　

相手先 金額(百万円)

三菱重工冷熱システム㈱ 465

三菱重工空調システム㈱ 166

コベルコ・コンプレッサ㈱ 84

㈱三冷社 80

日立アプライアンス㈱ 61

その他 2,300

合計 3,158
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(ハ)短期借入金内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 500

㈱みずほ銀行 250

㈱三井住友銀行 130

㈱百十四銀行 50

合計 930

　

(ニ)返済期限１年以内の長期借入金内訳

長期借入金内訳参照

　

(ホ)長期借入金内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 500 (500)

㈱みずほ銀行 500 (─)

三菱UFJ信託銀行㈱ 467 (433)

㈱横浜銀行 100 (100)

明治安田生命保険(相) 50 (─)

合計 1,617 (1,033)

(注)　(　)内の金額は返済期限１年以内につき貸借対照表において１年以内に返済予定の長期借入金に振替えた金額で

あり本数中に含みます。

　

　

(ヘ)退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 6,110

年金資産 △2,375

会計基準変更時差異の未処理額 △1,564

未認識数理計算上の差異 △360

未認識過去勤務債務 388

前払年金費用 167

退職給付制度改定費用 267

合計 2,632

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本・支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本・支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告

によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

　　http://www.h.toyo-ew.co.jp

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

　

第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第68期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

　　平成19年６月28日関東財務局長に提出の事業年度　第68期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月30日)の

有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年10月18日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書

　　事業年度　第69期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月20日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書を平成20年

３月27日関東財務局長に提出。
　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社東洋製作所

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　茂　　夫　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　野　　隆　　良　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　前　　田　　慶　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東洋製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東洋製作所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社東洋製作所

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　茂　　夫　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　野　　隆　　良　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　前　　田　　慶　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東洋製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東洋製作所及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から棚卸資産の評価に関する会計基準を

適用しているため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社東洋製作所

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　茂　　夫　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　野　　隆　　良　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　前　　田　　慶　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東洋製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東洋製作所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

　

EDINET提出書類

株式会社東洋製作所(E01614)

有価証券報告書

70/71



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社東洋製作所

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　茂　　夫　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　野　　隆　　良　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　前　　田　　慶　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東洋製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第69期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東洋製作所の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当会計年度から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用

しているため、この会計基準により財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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